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後期高齢者の歯科受診は 

全身疾患による入院発生の予防効果あり 

 

〇発表内容の概要 

福祉と生活ケア研究チーム（医療と介護システム研究）・石崎達郎研究部長の研究グルー

プは、北海道に住む後期高齢者約 80 万人分のレセプト（診療情報明細書）情報を分析し、

後期高齢者の歯科受診は肺炎や脳卒中発作、尿路感染症といった全身疾患による急性期の入

院発生に対して予防効果があることを明らかにしました。研究成果は国際科学雑誌

『Archives of Gerontology and Geriatrics』に掲載されました。 

 

〇研究目的 

年齢を重ねると、肺炎や脳卒中などの全身疾患によって入院する危険性が高まります。歯

の健康は全身疾患の発生に関連するという報告は多くありますが、その因果関係までについ

てはあまり検討されていません。そこで、本研究では、因果関係を推論できる傾向スコアマ

ッチング法という手法を使って、歯科医療機関への受診（歯科受診）が全身疾患（肺炎、脳

卒中発作、急性冠症候群、尿路感染症）による急性期の入院発生を予防するかどうかその効

果を検討しました。 

 

〇研究結果の概要 

北海道に在住する後期高齢者約 80 万人のうち、2016 年 9

月から 2017 年 2 月の間（ベースライン期間）に医療機関を

受診した約 75 万人を対象者としました。そのうち、ベース

ライン期間に入院経験があった者や在宅医療を利用してい

た者、要介護認定があった者などを除いた 432,292名分のレ

セプトデータを分析に用いました（右図）。ベースライン期間

に歯科受診があった者は 149,639名（34.6％）でした。 

 次に、歯科受診があった者と、歯科受診がなかった者の特

性（性別や年齢、医療費自己負担割合、疾患、健康診断受診

の有無、地域）を均等にするため、傾向スコアマッチング法

を用いました。歯科受診のあった者となかった者で、特性の
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近い 148,032組（合計 296,064名）が選ばれ、分析に用いられました。 

2 年間の追跡期間（2017 年 3 月から 2019 年 3 月）において、歯科受診がなかった者に比

べて、歯科受診があった者では、肺炎と脳卒中発作、尿路感染症による入院の発生割合が低

かったことが示されました（歯科受診あり vs 歯科受診なし；肺炎 4.9% vs 5.8%、脳卒中

発作；2.1% vs 2.2%、尿路感染症：2.2% vs 2.5%）。また、歯科受診がなかった場合に比べ

ると歯科受診があった場合に、急性期の入院発生は、肺炎で 15%、脳卒中発作で 5％、尿路

感染症で 13%の抑制効果が認められました。 

 

〇研究の意義 

後期高齢者における歯科受診の効果を示した本研究成果は、後期高齢者における歯科保

健・歯科医療のあり方を検討する上で重要な知見です。今後は、本研究で除外した要介護

高齢者においても同様に効果が得られるのか、更には、どのような診療行為（検査、処

置、治療等）が急性期疾患の発症抑制と関係しているのか、検討を続けます。 
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※本研究は、厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業『後期高齢者の歯

科受診による全身疾患の予防効果に関する研究：傾向スコアを用いた共変量調整法による因果効果の推定

（20FA1015）』(研究代表者：石崎達郎)の助成を受けて実施されました。 
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